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会計

事業タイプ

経費区分

集団健診会場で、肝炎ウイルス検査、骨密度測定などの検
査項目と併せて希望者に実施できるよう、厚生連に健診実
施から結果通知までの業務委託を実施。結果通知後の必要
な方への受診勧奨や健康相談等の保健事業は、直営で実

事
業
費
／
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指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

一般健康診査事業一般健康診査事業一般健康診査事業一般健康診査事業

開始年度 2008 終了年度 9999

健康増進法

目的 健康診査の実施により生活習慣病の早期発見、早期治療に努め、心身の健康の保持増進を図る。
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事業名

部署名 健康課

健康診査を受ける機会のない20歳から39歳の市民および生活保護受給者を対象に特定健康診査の検査項目と同様に実施する。

事業コード

2538

概要

法令
根拠
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形態

内
容

Ｄ
Ｏ
（

Ｄ
Ｏ
（

Ｄ
Ｏ
（

Ｄ
Ｏ
（
実

施
実

施
実

施
実

施
）） ））

活動指標

民間等委託（一部）現在

指標名 単位 年度 H22（2010） H23（2011） H24（2012） H25（2013） H26（2014）

成果指標

一般会計

単独事業

物件費

総
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系

総
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計
画

体
系

総
合

計
画

体
系

総
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体
系

基本施策
体系

重点施策
体系

集団健診実施回数(半日1回） 目標値 50505050 50505050 50505050 50505050 50505050回

実績値 52525252 55555555

健診受診者数 人 目標値 150150150150 150150150150 150150150150 150150150150 150150150150

計算
根拠

20－39歳で健診を受ける機会のない方および生活保護受給
者の5％

実績値 139139139139 119119119119

達成率
（％）

92.792.792.792.7 79.379.379.379.3

実数値

ランク ＢＢＢＢ CCCC

健康で長生き、笑顔で暮ら
すまちづくり

健康づくりを充実する保健医療

基本目標 属性 基本施策

健診・相談体制の充実

実施施策

4042

「人の増えるまち」づくり 健康長寿健康と長寿の推進

重点施策 分類（大） 分類（小）

831

H23事業名 一般健康診査事業 2538
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【廃止可能性】
　ある場合、当該事業の廃
　止は可能ですか。

【競合】
　国、県、または民間のサー
　ビスと競合している事業は
　ないですか。

【ニーズ】
　住民等のニーズは十分に
　ありますか。

当該健診以外に受診機会がないためニーズはあると考える。根
拠

事業名 労働安全衛生法に基づく一般健康診断

主体 各種健康保険組合

中小企業のパート、臨時職員および国保加入者は健診を受ける機会がない

必
要

性

【行政関与】
　行政が実施すべき事業で
　すか。

生活保護受給者受診は、健康増進法に基づき市が実施する事業である。根
拠

根
拠

有
効

性
効

率
・
効

果

【コスト削減】
　今以上に、コストを削減す
　る余地はありますか。

【財源確保】
　今以上に、財源を確保す
　る方法はありますか。

【成果向上】
　今以上に、成果を向上させる
余地はありますか。

ある

はい

ある

不可能

なし

ある

ない

【統廃合可能性】
　ある場合、当該事業の統
　廃合は可能ですか。

【類似重複】
　本市の事務事業の中で、
　目的や概要が類似する事
　務事業はないですか。

事業名 人間ドック事業

所管課 国保年金課

国保加入者は、対象者の一部であり希望者を対象としている根
拠

ある

不可能

経費の主なものは健診費用であり、コストを削減するとなると事業の実施に支障
をきたすおそれはある。

根
拠

国や県の補助制度はなく、また、さらなる受益者に負担を求めた場合、受診率が
低下するおそれがある。

根
拠

20-39歳の節目には、節目健診として自分の健康づくりへの関心を早期から向上
させる。また、40歳以上になっても継続受診の意識づけとすることで医療費軽減
を目指す。

根
拠

生活保護受給者への健診案内通知を行い、希望者に受
診券を発行する。早期からの生活習慣病の発見と治療
を目指し、検査項目の充実を図り、継続受診の意識付
けを確立させていく。女性がん検診受診者の待ち時間
に20-39歳の健康診査受診の機会のない人には、受診勧
奨する。

維持維持維持維持
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【平成25年度　方向性】

生活保護受給者への健診案内通知を継続し、希望者に
受診券を発行する。がん検診クーポン券の個別通知に
啓発チラシの同封や幼稚園保護者への受診勧奨チラシ
を配布し啓発強化を行う。

平
成
2
5
年

度
計

画

【平成24年度　方向性】 維持

取組選択
年度

実施状況

H22（2010） H23（2011） H25（2013）H24（2012） H26（2014）
不可能 不可能－

－ 未実施 未実施

不可能

【H25提案型市民主役オープン事業実施】 不可能 〈不可能選択理由〉

一者随契等の特定の相手先への
委託事業のため

H23事業名 一般健康診査事業 2538

794


